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通訳案内士法に関する記述として正しいものを選びなさい。

 ① 2018 年 1 月 4 日施行の改正通訳案内士法において、特定の地域で活動する通

訳案内士について、新たに「地域通訳案内士」として定められ、通訳案内士法

に規定された有資格者として位置づけられることとなった。 

 ② 全国通訳案内士は、その業務を行う前に、通訳案内を受ける者に対して、登録

証を提示しなければならないが、これに違反した場合、30 万円以下の罰金に

処せられる。

 ③ 改正法施行前に資格取得して通訳案内士の登録を受けた者は、2018 年度の全

国通訳案内士試験から追加された「通訳案内の実務」の筆記試験を受験し、合

格しなければ登録が取り消される。

 ④ 改正通訳案内士法第五十二条では、全国通訳案内士は、登録研修機関研修の受

講のほか、外国語や通訳案内実務に関する講習を受講するなど、必要な知識及

び能力の維持向上に努めなければならないと定めている。

 ⇒ ①は第二節　第五十五条。

 ⇒ ②の前半の規定は通訳案内士法第二十九条第一項だが、これに違反すると、第

二十五条第三項に従い、登録の取り消し、又は期間を定めて全国通訳案内士の

名称の使用の停止が命ぜられ、第六十四条第一項により、「全国通訳案内士の

名称の使用の停止を命ぜられた者で、当該停止を命ぜられた期間中に、全国通

訳案内士の名称を使用したもの」が「三十万円以下の罰金」に処せられる。

 ⇒ ③は、通訳案内の実務の内容に相当する観光庁研修を受ける必要がある。

 ⇒ ④は第三十三条。第五十二条は「全国通訳案内士でない者は、全国通訳案内士

又はこれに類似する名称を用いてはならない。」という内容。
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次は改正通訳案内士法の第一条、第三十条、第三十一条の条文だが、下線部の文言が

正しいものの組み合わせを選びなさい。

  第一条　この法律は、全国通訳案内士及び地域通訳案内士の制度を定め、その

業務の適正な実施を確保することにより、(a) 全国通訳案内士及び地域通訳案

内士の地位向上を図り、もつて国際観光の振興に寄与することを目的とする。

  第三十条　全国通訳案内士は、(b) 三年以上五年以内において国土交通省令で

定める期間ごとに、第三十五条から第三十七条までの規定により (c) 観光庁長

官の登録を受けた者（以下「登録研修機関」という。）が実施する通訳案内に

関する研修（以下「通訳案内研修」という。）を受けなければならない。

  第三十一条　全国通訳案内士は、次に掲げる行為をしてはならない。一　通訳

案内を受ける者のためにする物品の購買その他のあつせんについて、(d) 販売

業者その他の関係者から金品を受領すること。二　通訳案内を受けることを強

要すること。三　登録証を他人に貸与すること。

  ① a と c ② a と d ③ b と c ④ b と d

 ⇒ (a) は、「外国人観光旅客に対する接遇の向上を図り」が正しい。(d) は、「販売

業者その他の関係者に対し金品を要求すること」が正しい。
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国家資格を分類すると、その資格を有する者でなければ称することができない名称独

占資格と、その資格を有する者でなければ携わることを禁じられている業務を独占的

に行うことができる業務独占資格とがある。さらに、業務独占資格には、資格を有し

なければ報酬を得て業とすることができない有償業務独占資格、無償での業務も独占

となる無償業務独占資格、業務に限らず行為そのものが独占となる行為独占資格があ

る。次のうち、資格の種類と具体的な資格の組み合わせで正しいものを選びなさい。

 ① 名称独占資格－全国通訳案内士、介護福祉士、調理師など。

 ② 有償業務独占資格－弁護士、行政書士、司法書士など。⇒司法書士は③。

 ③ 無償業務独占資格－税理士、医師、建築士など。⇒建築士は④。

 ④ 行為独占資格－運転免許、薬剤師、公認会計士など。⇒公認会計士は②。

 ⇒ ②の有償業務独占資格は、根拠となる法律の業務独占規定に「資格のない者は

報酬を得て業とする（業務を行う）ことができない」と明示されている。つま

り、有償であれば資格が必要だが、無償であれば資格は不要で、逆に言うと、

無償で行ってもよい業務である（ただし、弁護士など、資格保有者にしかでき

ない業務も一部含まれる）。司法書士の業務には、無償であっても、この資格

がなければできない業務が含まれるため、③に分類される。一方、③の無償業

務独占資格は、無償であっても有資格者以外は業務遂行できない業務に関する

資格である。一方で、業としてでなけれ禁止されてはいない面があり、例えば、

医療行為を医師以外の者が行うこと自体が禁止されているわけではない。他方、

建築物の設計および工事監理は、たとえ自分の家であっても法律適用の対象と

なる。その意味で、建築士は④の行為独占資格に分類される。④の行為独占資

格は、行政上の「許可」に近く、有償または無償での業務に加え、業務でない

行為も独占となり、免許がない限り、その行為自体が許可されないというもの。
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改正旅行業法における改正項目として正しいものを選びなさい。

 ① 旅行業者等が旅行者に対し説明を行う際、有償ガイド同行の有無について、書

面に記載することが新たに義務付けられた。

 ⇒ 旅行業法第十二条　四。「全国通訳案内士又は地域通訳案内士」が正しい。「有

償ガイド」は全国通訳案内士や地域通訳案内士の他、無資格ガイドも含まれる

ため不適切。第十二条　五では、契約書面にも同じ旨の記載を義務づけている。

 ② 旅行サービス手配業を営もうとする者は、旅行サービス手配業を行う主たる営

業所の所在地を管轄する都道府県知事に申請して、観光庁長官の行う登録を受

けなければならなくなった。

 ⇒ 正しい。旅行業法第二十三条　第三十四条。観光庁テキストでは、「都道府県

知事の登録」と述べてあるが、法律の文言では、都道府県知事を通じて観光庁

長官に申請し、観光庁長官が登録を行う。

 ③ 旅行代理業者は、2 つ以上の旅行業者と業務委託契約を締結し、その契約の範

囲で旅行業務を代理できるようになった。

 ⇒ 従来通り、1 つの旅行業者と専属の業委託条約を結ぶ必要がある。一方で、旅

行代理業者が置くことが義務付けられている旅行業務取扱管理者に関しては、

地域限定旅行業者、またはそれを所属旅行業者とする旅行業者代理業者の場合、

距離が 40km 以内、および前年度の取引額が 1 億円以下であれば、複数の営

業所を兼任できるようになった。（旅行業法第十一条　二第五項）。

 ④ 旅行代理業者は、専属の旅行業者からの委託による旅行サービス手配業務を無

条件で営めるようになった。

 ⇒ 法改正以前から可能であった。法改正では、旅行代理業者が専属外の旅行業者

からの旅行サービス手配業を営む場合には、登録を行い、旅行サービス手配業

務取扱管理者（総合または国内の旅行業務取扱管理者試験に合格した者、もし

くは旅行サービス手配業務取扱管理者研修課程を修了した者）を 1 営業所あた

り 1 名以上置くことが新たに義務付けられた。なお、全国通訳案内士または地

域通訳案内士のみを手配する場合は、同資格保持者に対して通訳案内士法によ

る法規制がかかっているため、登録は必要でない。
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旅行業法における禁止行為には当てはまらないものを選びなさい。

 ① 旅行地で禁止されている「ブランド品のコピー商品」の購入の仲介をすること

や、その情報提供等取引の手助けになるような行為をすること。

 ⇒ 旅行業法第十三条第三項第一号で禁止されている「便宜の供与」に該当。

 ② 土産店と通謀し、旅行サービス手配業者やガイドが土産店から特別な割戻を得

ることを約し旅行者に物品の購入を強要すること。

 ⇒ 旅行業法第十三条第三項第四号で禁止されている、「旅行者の保護に欠け、又

は旅行業の信用を失墜させるものとして国土交通省令で定める行為」に該当。

 ③ 道路運送法に基づく下限割れ運賃による運送の提供に関与することや、土産物

屋において、販売額が一定に達するまでバスを出発させないこと。

 ⇒ 前半は道路運送法に基づく「下限割れ運賃による運送の提供に関与」する行為

で、旅行業法第十三条第三項第一号で禁止されている「旅行地において施行さ

れている法令に違反する行為を行うことをあつせん」する行為に該当。後半は

②と同じ、旅行業法第十三条第三項第四号の違反。

 ④ 旅行者の便宜のために土産物屋に案内したり、クレジットカードなどの利用の

可否・免税措置などについて案内すること。

 ⇒ 通常の通訳案内業務。
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旅程管理主任者について正しい記述を選びなさい。

 ① 資格取得には、研修の修了後 1 年以内に複数回の実務経験を積むことが必要だ

が、実務研修は旅程管理業務を行う主任者によって引率された研修でもよい。

 ⇒ 「修了前または後 1 年以内に 1 回、または修了後 3 年以内に 2 回」が正しい。

実務研修には、旅行会社が実施する企画旅行の補助添乗員の業務や派遣会社・

協会などが実施するものなどがある。

 ② 国土交通省令で旅行業者が行うことと定める旅程管理の業務には、予定の飛行

機が欠航になった場合に代替の飛行機や列車などを手配することが含まれる。

 ⇒ 旅行業法施行規則第三十二条に「法第十二条の十の国土交通省令で定める措置

は、次のとおりとする」とあり「三　旅行に関する計画に定めるサービスの内

容の変更を必要とする事由が生じた場合における代替サービスの手配及び当該

サービスの提供を受けるために必要な手続の実施その他の措置」と定めてある。

 ③ 同一の企画旅行で旅行者が複数台のバスに分かれて移動する場合、すべてのバ

スに旅程管理主任者の資格を有する者が添乗しなければならない。

 ⇒ 同一の企画旅行で複数の添乗員がいる場合は、資格を持った主任添乗員の監督

下にあることを条件に、サブ添乗員は資格は必要でない。

 ④ 全国通訳案内士が添乗する単独の貸し切りバスの旅行では、全国通訳案内士が

旅程管理主任者の資格を有していても、別に旅程管理主任者の同乗が必要であ

る。

 ⇒ 全国通訳案内士が旅程管理主任者の資格を有している場合、一人で添乗業務が

可能である。
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次は、旅程管理主任者や全国通訳案内士が携わる旅程管理に関する説明である。空所 
（　A　）～（　G　）について、正しい方の番号を〇で囲みなさい。

旅行業法や施行規則（　A　）条各号に規定された旅程管理は、いわゆる 
「（　B　）の旅程管理で」、旅行業者が実施する（　C　）旅行に同行して旅程管理

主任者が行う業務である。一方、通訳案内士法で規定された、外国人に付き添い、

外国語を用いて、（　D　）に関する案内をする業務においては、交通機関などを

利用して、観光施設、宿泊施設、食事施設等の案内などが含まれ、訪日外国人旅行

者の旅行（　E　）についても重要なサポートを担っているため、全国通訳案内士

は「（　F　）の旅程管理」に携わっていると言える。両分野において共通する業

務には、添乗準備、添乗実務、精算、（　G　）などがある。

 (A) ①三十二  ②十二

 (B) ①広義  ②狭義

 (C) ①手配  ②企画

 (D) ①文化  ②旅行

 (E) ①日程  ②目的

 (F) ①広義  ②狭義

 (G) ①経理  ②報告
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旅程保証とは、募集型企画旅行および受注型企画旅行において、契約書面どおりにサー

ビスの提供がなされなかった場合に、旅行会社が旅行者に対し変更補償金を支払うと

いう、標準旅行業約款に定められた旅行会社の責任の一つで、天災地変などの免責事

由以外で、契約書面に記載された航空会社やホテルなどのオーバーブックによる変更

や、旅行サービスの中止などがその対象となり、旅行業者の無過失責任に伴う見舞金

の性格がある。一方、旅行会社または手配代行会社が故意または過失により、旅行者

に損害を与えた場合や内容に重要な変更が生じた場合は、旅程保証ではなく損害賠償

の対象となる。次に挙げたケースは、①旅程保証の対象、②損害賠償の対象、③いず

れの対象にもならない、のいずれの扱いになるか答えなさい。

 (1) 最終日程表には、「富士山が見える部屋に宿泊」と記載されていたが、天候が

悪かったため滞在中富士山は全く見えなかった。

  ①旅程保証の対象 ②損害賠償の対象 ③いずれの対象にもならない

 ⇒ 旅程保証の対象となる「客室の景観の変更」に天候等による変化は含まれない。

 (2) 展望レストランの予約をして夕食の予定をしていたが、店側の予約超過により

座席数が不足したため、展望設備のないレストランに変更した。

  ①旅程保証の対象 ②損害賠償の対象 ③いずれの対象にもならない

 ⇒ 観光地又は観光施設、その他の旅行の目的地の変更に該当する。

 (3) 博物館の入館者が予想以上に多く、入館待ちをしていると次の予定地の観光が

できないと考え、ほとんどのお客様の了承を得たうえで、その博物館への入場

を割愛した。

  ①旅程保証の対象 ②損害賠償の対象 ③いずれの対象にもならない

 ⇒ 添乗員の過失とされ、契約不履行となる。

 (4) 移動に利用していた列車が数時間遅延したため、当日の予定の一部を翌日に持

ち越したが、そのために、翌日に観光予定であった博物館への訪問ができなく

なった。

  ①旅程保証の対象 ②損害賠償の対象 ③いずれの対象にもならない

 ⇒ 翌日の予定が履行できなかったのは旅行会社の過失。

 (5) 最終日程表における夕食内容は、市内の大型レストランで「和食」と記載され

ていたが、当日、同じレストランではあるが、「中華料理」に変更になった。

  ①旅程保証の対象 ②損害賠償の対象 ③いずれの対象にもならない

 ⇒ 同一レストランでのメニュー変更は重要な変更と言えず、許容範囲。
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2021 年 4 月の時点における JR の利用における団体旅行の割引規定で正しいものを選

びなさい。

 ① 普通団体客は、学校の春休み期間からゴールデンウィークおよび学校の夏休み

期間はで割引率が低く、年末年始や秋の行楽期を含めたその他の時期は割引率

が高く設定してある。

 ⇒ 正しくは、普通団体客の場合は、年末年始、学校の春休み期間からゴールデン

ウィーク、学校の夏休み期間、秋の行楽期などの繁忙期とその他の時期で割引

率が異なっている。

 ② 学生団体の場合は、割引率は通年同じで、大人は大人運賃の 50 パーセント引、

小児は小児運賃の 30 パーセント引で利用できるが、教職員はさらにその半額

で利用できる。

 ⇒ 「教職員は大人運賃の 30 パーセント引で利用できる」が正しい。

 ③ 公的機関が発行した訪日観光団体であることの証明書を所持する訪日観光団体

は 8 人以上で団体客扱いになるが、同行する旅行会社の添乗員や全国通訳案内

士は最低人員の 8 人に含まない。

 ⇒ 正しい。公的機関が発行した証明書とは、日本国在外外交官、入国審査官、日

本旅行業協会会長または全国旅行業協会会長の発行したものを指す。

 ④ 団体旅客の無賃扱い人数は、普通団体と学生団体が 30 人以上 50 人までで 1
人分、訪日観光団体が 15 人以上 50 人までで 1 人分だが、いずれも 50 人を超

えると 50 人ごとに 1 人追加される。

 ⇒ 31 人が正しい。
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次は JR の団体乗車券（団券）の扱い方の説明だが、下線部について正しいものを選

んだ組み合わせを選びなさい。

JR の団体乗車券を紛失した場合、(a) 団券の再交付を得ることはできないため、紛

失しないように気を付ける必要がある。団体に減員が生じた場合は、後日払い戻し

を受けるために減員証明が必要だが、減員証明には出札証明と改札証明がある。列

車 (b) 出発 2 間前までの場合は、団券の出札証明書欄へ (c) 乗車人数を記入し、み

どりの窓口などに申し出る。一方、改札通過の直前になって減員が生じた場合、 

(d) 乗車駅と降車駅の両方において、団券の改札証明欄へ (e) 乗車人数を記入し、改

札又は清算窓口に申し出る。

  ① a と b と c ② a と b と d ③ a と c と d ④ a と d と e

  ⑤ b と c と d ⑥ b と c と e ⑦ b と d と e ⑧ c と d と e

 ⇒ (a) に関して、JR の旅客営業規則第 270 条（団体乗車券又は貸切乗車券紛失

の場合の取扱方）に次のように規定してある。「旅客が、団体乗車券又は貸切

乗車券を紛失した場合であって、係員がその事実を認定することができると

きは、第 268 条の規定にかかわらず、別に旅客運賃又は料金を収受しないで、

相当の団体乗車券又は貸切乗車券の再交付をすることがある。ただし、再交付

の請求をしたときにおいて、当該乗車券類について既にその旅客運賃・料金の

払いもどしをしている場合を除く。」なお、第 268 条は乗車券類紛失の場合の

取扱方に関するもの。

 ⇒ (c) に関しては、「不乗人数」が正しい。



PB12

S3-1-4-2

国内線の場合の受託手荷物（エコノミークラス）と機内持ち込み手荷物の制限につい

て、正しいものを選びなさい。

 ① 受託手荷物の無料サービスは 1 人につき 30kg までで、それ以上は重量超過手

荷物料金が課せられ、最大 1 人あたり 100kg までである。

 ⇒ 20kg が正しい。

 ② 受託手荷物のサイズについては航空会社によって違いがあるが、重量とサイズ

の条件を満たしているものであれば、1 人あたり 4 個まで可能である。

 ⇒ 個数に制限はない、が正しい。

 ③ 機内持ち込みが可能なのは、荷物 1 個と身の回り品 1 個、合計の重量が 10kg
以内で、荷物のサイズは座席のクラスによって異なる。

 ⇒ 荷物のサイズは機体の客席数によって制限が異なる、が正しい。

 ④ 喫煙用のライターや安全マッチ類、および、電子タバコは預け荷物にはできな

いが、機内持ち込みは可能である。

 ⇒ 身につけて携行するものであれば、一人につきいずれか 1 個持ち込みが可能。

 ※ 持ち込み可能なタイプは、ガス式ライター（使い捨て 100 円ライターや注入

式ガスライター）、吸収剤入りのオイルライターなど。一方、ライター用燃料

は持ち込み、預け荷物ともに不可。
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S3-1-4-3

税務署から「輸出物品販売場（免税店）」の許可を受けた店で購入した商品は、消費

税が免税になる。免税店は、空港内の売店や家電などの小売店、デパートなどに見ら

れるが、最近では「免税手続一括カウンター」が設置された大型ショッピングセンター

やアウトレットモール、商店街も増えており、免税扱い可能な店では免税店シンボル

マークが掲示してある。免税の条件について正しいものを選びなさい。

 ① 免税の対象者は、外国人で日本入国から 1 年以内の非居住者、および、海外に

居住する日本人で一時帰国の期間が 1 年未満の日本人である。

 ⇒ ともに 6 ヶ月が正しい。

 ② 免税の範囲は、消耗品は合計税抜き 5,000 円以上、一般物品は合計税抜き 5,000
円～ 50 万円以下で、消耗品と一般物品合算免税の場合、合計税抜き 5,000 円

～ 50 万円以下である。

 ⇒ 消耗品と一般物品が逆。一般物品は、家電・バッグ・衣料品、民芸品や伝統工

芸品など。消耗品は、食料品・飲料品・医薬品・化粧品など。

 ③ 消耗品は袋を開封せずに、30 日以内に国外へ持ち出す必要がある。一般物品

と消耗品合算で免税する場合、全品封印され、日本国内では使用できない。

 ⇒ 日本国内で開封あるいは消費した場合は、消費税が徴収される。

 ④ 免税対象となる合計税抜き価格は、割引前の価格で、同一店の同一日あたりの

額である。なお、日本国内で消費するもの、送料・作業手数料は免税対象外で

ある。

 ⇒ 割引後の支払い価格が正しい。
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